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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 （千円） 332,848 324,865 603,985 509,100 607,985

経常損失（△） （千円） △659,030△605,285△389,603△144,288△120,390

当期純損失（△） （千円） △884,462△634,877△579,034△215,474△156,248

包括利益 （千円） － － － △214,427△153,445

純資産額 （千円） 2,730,8192,114,9261,531,0402,450,6972,297,321

総資産額 （千円） 2,899,4562,234,6991,804,5762,608,9692,502,381

１株当たり純資産額 （円） 25,014.3819,211.7513,909.0618,820.9317,632.02

１株当たり当期純損失金

額（△）
（円） △8,109.80△5,821.31△5,309.27△1,878.15△1,205.97

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 94.1 93.8 84.1 93.5 91.3

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― ―

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ―

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △534,951△632,156△308,670△183,366△200,553

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 273,577 514,995△728,157 696,743△394,103

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △214,000 － △36,3001,075,952 68

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 1,496,591 1,378,300 446,357 1,993,125 1,398,536

従業員数 （名） 41 41 52 30 30

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日）を適用しております。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存

在しますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 （千円） 308,468 292,300 333,872 438,155 540,262

経常損失（△） （千円） △615,744 △592,729 △288,369 △136,236 △128,745

当期純損失（△） （千円） △872,065 △619,921 △537,874 △249,650 △161,794

資本金 （千円） 4,855,225 4,855,225 4,855,2255,404,2115,404,263

発行済株式総数 （株） 109,075 109,075 109,075 129,575 129,578

純資産額 （千円） 2,747,3772,146,8801,602,8732,447,4342,287,868

総資産額 （千円） 2,914,0972,264,4631,685,6272,601,9622,490,425

１株当たり純資産額 （円） 25,191.2019,525.7114,600.4218,825.7717,594.06

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損失金

額（△）
（円） △7,996.12△5,684.17△4,931.87△2,176.04△1,248.77

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 94.3 94.0 94.5 93.7 91.5

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― ―

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ―

配当性向 （％） ― ― ― ― ―

従業員数 （名） 41 40 31 29 30

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月

30日）を適用しております。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在し

ますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 事項

平成10年４月 熊本市江越において、タンパク質機能解析用試薬である抗体の開発、製造、販売を目的として、株式

会社クマモト抗体研究所を資本金11,000千円で設立。

平成12年４月 東京営業所（東京オフィス）の開設。

 本社を熊本市九品寺に移転。

 財団法人熊本テクノポリス財団（現　財団法人くまもとテクノ産業財団）より「トラップベク

ター及びこれを用いた遺伝子トラップ法」の譲渡を受け、遺伝子破壊マウス事業に着手し、これに

伴い商号を株式会社トランスジェニックに変更。

８月 本社を熊本市中央街に移転。

12月 新事業創出促進法（通産省）の認定。

平成13年12月山之内製薬株式会社（現　アステラス製薬株式会社）と遺伝子破壊マウスの配列情報の販売契約

を締結。

 住友化学工業株式会社（現　住友化学株式会社）と遺伝子破壊マウスの配列情報の販売契約を締

結。

平成14年５月 株式会社ユージーンを株式交換により子会社化。

12月 東京証券取引所マザーズ市場に上場。

平成15年１月 福岡営業所（福岡支店）の開設。

６月 本社を熊本県上益城郡益城町に移転。

７月 株式会社エコジェノミクス（関連会社）を設立。

平成16年３月 株式会社イムノキック（現　関連会社）を設立。

平成17年７月 株式会社ユージーンを吸収合併。

 神戸研究所を新設。

平成18年２月 本社を熊本市に移転。

５月 株式会社プライミューン（現　連結子会社）を株式取得により子会社化。

平成20年４月 株式会社エコジェノミクスを第三者割当増資に伴う持分比率の低下により、関連会社より除外。

平成21年４月 株式会社果実堂の株式を追加取得により関連会社化。

平成21年６月 株式会社果実堂の支配権を獲得し、同社の子会社である株式会社果実堂ファームとともに子会社

化。

平成22年５月 株式会社果実堂への支配関係の解消により、同社の子会社である株式会社果実堂ファームととも

に子会社より除外。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社１社及び関連会社１社により構成されており、遺伝子破

壊マウスの作製・販売、抗体製品の製造・販売、研究用試薬の仕入・販売を主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの

区分と同一であります。

(1）遺伝子破壊マウス事業

主要な製品及びサービスは、TG Resource Bank® 、遺伝子破壊マウス作製受託、非臨床試験受託、遺伝子解析であ

り、当社が開発・作製・販売しております。

(2）抗体事業

主要な製品及びサービスは、抗体製品、抗体作製受託、ＧＡＮＰ®マウス技術（高親和性抗体作製技術）に関する

使用権許諾、新規バイオマーカーであり、当社が開発・作製・販売しております。

(3）試薬販売事業　

主要な製品は、輸入抗体製品販売、がん免疫細胞療法の研究用試薬ＩＬ-２、ＩＬ-４、ＧＭ-ＣＳＦであり、子会社㈱

プライミューンが仕入・販売しております。　　

 [事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱プライミューン 

神戸市

中央区
22,000試薬販売事業 88.5役員の兼任３名

（持分法適用関連会社）

㈱イムノキック

熊本県

熊本市
10,000抗体事業 30.0

当社への特許の使用許諾

役員の兼任３名

長期資金の貸付

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。　

　２．㈱プライミューンについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　　(1）売上高　　　　67,723千円

(2）経常利益　　　 7,737千円

(3）当期純利益　　 5,571千円

(4）純資産額　　　39,285千円

(5）総資産額　　　45,447千円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成24年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（名）

遺伝子破壊マウス事業 17  

抗体事業 5  

試薬販売事業 3  

報告セグメント計 25  

全社（共通） 5  

合計 30  

　（注）　従業員数は就業人員数であり、契約社員、パートタイマー、派遣社員を除いております。

(2) 提出会社の状況

 （平成24年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

30 39.4 5.4 5,412,701

　

セグメントの名称 従業員数（名）

遺伝子破壊マウス事業 17  

抗体事業 5  

試薬販売事業 3  

報告セグメント計 25  

全社（共通） 5  

合計 30  

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、契約社員、パートタイマー、派遣社員を除いております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

　労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における創薬支援事業市場は、東日本大震災の影響による公的研究予算執行の不透明感から厳し

い状況にありました。また、製薬企業においても、大型医薬品の特許期間満了、薬価低下等経営環境の厳しい状況が

継続する中、収益確保のための経営戦略再構築や企業再編が進んでおります。

このような状況の下、当社グループは主力事業である遺伝子破壊マウス作製事業において、生産工程の改良によ

り生産効率を向上させ、さらに、非臨床試験受託事業や遺伝子解析事業などの新規事業を開始し売上高を伸ばしま

した。研究開発につきましては、平成23年６月に国立大学法人東京大学及び大日本住友製薬株式会社と「メタボ

リックシンドロームマーカー候補タンパクＡＩＭ」に関する共同研究契約を締結しました。知的財産戦略につきま

しては、「ＧＡＮＰ®マウス技術」に関する特許が米国・中国・香港にて成立いたしました。設備投資につきまし

ては、神戸研究所内に建設を進めておりました新実験施設が平成24年２月に竣工し、今後の収益拡大及び業績改善

を加速させるべく稼働いたします。

以上の結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は607,985千円（前期509,100千円）、営業損失は127,650千

円（前期133,161千円）、経常損失は120,390千円（前期144,288千円）、当期純損失は156,248千円（前期215,474千

円）と業績を改善いたしました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　遺伝子破壊マウス事業

遺伝子破壊マウス作製受託事業の生産効率の向上や非臨床試験受託事業の開始により、売上高は400,354千

円（前期306,519千円）となりました。しかしながら非臨床試験受託事業の開始に伴う初期コストが負担とな

り、営業利益は49,529千円（前期54,956千円）となりました。

②　抗体事業 　

抗体製品販売、抗体作製受託ともに計画を下回り、売上高は84,357千円（前期77,750千円）となりました。ま

た、抗体製造の一部を外部へ委託したことなどからコスト増となり、営業損失は10,154千円（前期は営業利益

6,291千円）となりました。

③　試薬販売事業

サイトカイン販売が伸び悩み、売上高は123,274千円（前期124,830千円）となったものの、販管費を圧縮し

たことから営業利益は29,585千円（前期22,855千円）となりました。

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ594,589千円減少し、1,398,536千円

となりました。

当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは△200,553千円（前年同期は△183,366千円）となりました。この主な要因

は税金等調整前当期純損失150,290千円に仕入債務の減少額51,837千円を調整したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出384,131千円等により、投資活動によるキャッシュ・フローは△394,103千円（前

年同期は696,743千円）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

新株予約権の行使による株式の発行による収入68千円により、財務活動によるキャッシュ・フローは68千円（前

年同期は1,075,952千円）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）  前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

遺伝子破壊マウス事業 342,572 96.8 71,850 55.4

抗体事業 80,831 97.1 2,305 39.5

試薬販売事業 126,273 103.3 7,498 166.7

合計 549,677 98.2 81,654 58.3

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の実績」は記載しておりません。

(2）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前年同期比（％） 

遺伝子破壊マウス事業（千円） 400,354 130.6

抗体事業（千円） 84,357 108.5

試薬販売事業（千円） 123,274 98.8

合計 607,985 119.4

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

相手先

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

国立大学法人熊本大学 58,984 11.6 ― ―

コスモ・バイオ株式会社 52,692 10.4 ― ―

（注）　当連結会計年度の国立大学法人熊本大学及びコスモ・バイオ株式会社については、割合が10％未満

のため記載を省略しております。 
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３【対処すべき課題】

当社グループの対処すべき主要な課題等は以下のとおりであります。

(1) 今後の事業展開について

①　遺伝子破壊マウス事業 

当事業の業績向上のためには、利益率の高い「TG Resource Bank® 」の営業強化、新規モデルマウスの導入

が必要であると認識しております。さらに、平成22年12月に国立大学法人熊本大学と締結した「ヒト化マウス

の開発」に関する共同研究を進め、汎用性の高い新しい治療法の開発を可能とする病態モデルの確立を目指し

ます。また、受託事業においては、当期に完成した新実験棟においてマウス作製受託や非臨床試験受託を本格稼

働させ収益向上を図ります。平成24年３月に譲り受けた遺伝子解析事業につきましては、新規顧客獲得による

受注拡大を目指します。

②　抗体事業

当社の有する各種バイオマーカーの収益化を図るため、国内外の企業や公的研究機関との業務提携や共同研

究を積極的に進めることが重要であると考えております。また、尿中がんマーカーや膵がんマーカーに続く、バ

イオマーカーの探索に取り組んでおります。

③　試薬販売事業 

研究用試薬販売(輸入抗体製品、サイトカイン)の取扱品目数の拡大を図ります。また、大口顧客を獲得すべく

営業に注力いたします。　　

(2) 知的財産戦略について

当社グループは、研究機関との共同研究の中で得られたシーズを付加価値の高い技術や知的財産に育て、これ

らを製薬企業や診断薬企業へライセンス許諾しております。当社グループ特許の事業への貢献度は高く、保有特

許の極めて高い実施率を保っております。今後、有益な特許のライセンスイン、さらなる積極的なライセンスアウ

トを通じて早期収益化を図ります。また、事業の優位性を図るべく、将来のマーケティングを見据えた特許網の構

築、より価値のある製品をカバーする特許とすべく、中長期的な知財戦略を実行してまいります。

(3) 買収防衛策について

①　基本方針の内容

当社は「生物個体からゲノムにいたる生命資源の開発を通じて基盤研究および医学・医療の場に遺伝情報

を提供し、その未来に資するとともに世界の人々の健康と豊かな生活の実現に貢献する」を経営理念とし、主

として遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業を展開するバイオベンチャーであります。これらの事業は、生命資

源を取り扱うことや日進月歩で技術革新が進む事業分野であることから、高い倫理観やバイオテクノロジーに

関する専門的な知識・ノウハウが要求されます。

従って、当社の経営には上記のような事業特性を前提とした経営のノウハウならびにバイオ関連ビジネスに

関する高度な知識、技術、経験を有する従業員、大学・企業との共同研究先及び取引先等のステークホルダーと

の間に築かれた関係等が重要であり、これらへの理解が不可欠であると考えております。

②　不適切な支配の防止のための取組み

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株式の売買は、株主、投資家の自

由意思に委ねられるべきものと考えており、特定の者の大規模買付行為においても、これに応じて当社株式の

売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有される当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると

考えております。しかしながら、当社の事業に対する理解なくして行われる当社株式の大規模買付行為がなさ

れた場合には当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると考えております。

以上の理由により、当社取締役会は、定時株主総会で株主の皆様の合理的な意思の確認ができることを条件

として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入を決定いたしました。同買収防衛策

の導入は、平成18年６月28日開催の当社第８期定時株主総会にてご承認をいただいております。

③　上記②の取組みについての取締役会の判断

イ　当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共同

の利益を確保するためのものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考えております。

ロ　当社取締役会は、上記②の取組みは、あくまで株主の皆様の自由な意思決定を行うための前提となる必要な

情報・機会を確保することを目的として、それに必要かつ相当なルールを設定するものであり、現経営陣の

保身に利用されることや不当に株主の株式売却に対する自由を妨害することにつながるという弊害は生じ

ないものと考えております。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 技術革新について

当社グループが属するバイオ・テクノロジー業界においては、日進月歩で技術開発が進められております。

従って、技術革新による市場の変化や競合他社に対する技術的優位性の喪失が生じ、当社グループの業績に重大

な影響を与える可能性があります。

(2）特定人物への依存について 

当社取締役である山村研一は、国立大学法人熊本大学生命資源研究・支援センター教授でもあり、当社グルー

プの遺伝子破壊マウス事業の根幹となる「可変型遺伝子トラップ法」を開発した人物であります。同氏は、当社

グループの研究開発活動において重要な位置付けを有しているほか、同氏が有する人脈の活用、同氏が当社事業

に関与していることによる対外的な信用力など、事業遂行上において、影響力が大きなものとなっております。

従って、何らかの理由により同氏による当社業務への関与が困難となった場合、当社グループの研究開発活動や

事業戦略に重大な影響を与える可能性があります。　

(3）公的研究機関及び大学等との関係について 

当社グループは新たな技術導入及び移転を目的として、公的研究機関や熊本大学などの大学と共同研究を実施

しております。企業と公的研究機関等との関係は、法令などの改正や組織改正に影響を受ける可能性があり、共同

研究の方向性や権利関係の変更を余儀なくされる場合は、当社の事業戦略や業績に影響を与える場合がありま

す。

(4）知的財産権について

①　当社基幹事業の特許技術について

当社グループの基幹事業の基盤となる特許は、「可変型遺伝子トラップ法」および「GANP®マウス関連技術」

です。いずれの特許においてもかかる周辺特許は十分に調査しておりますが、今後、事業遂行上支障が生じる特許

が成立しない保証はありません。当社グループの当該技術使用の差し止め、ロイヤリティ支払いまたは損害賠償

等の請求が生じる可能性も否定できず、これらの状況が生じた場合は、当社事業に重大な影響を与える可能性が

あります。

②　知的財産権に関する訴訟及びクレーム等について

平成24年３月末日現在において、当社グループ事業に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間

で訴訟やクレームが発生した事実はありません。当社グループは、こうした問題を未然に防止するため、新たな事

業展開を行う場合、特許事務所に特許調査を実施しており、他社が保有する特許等への抵触により、事業に重大な

支障を及ぼす可能性は低いものと認識しております。
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(5) 法的規制について 

①　実験動物関連

遺伝子破壊マウス事業をはじめとする実験動物関連サービスにおいては、動物愛護の観点などから、欧米特に

欧州では実験動物使用禁止の規制導入が検討されています。日本においても導入された場合は、実験動物市場は

閉塞し、業績に多大な影響を与える可能性があります。

②　遺伝子関連

当社グループは、DNAを生物に導入する際の設備や取扱いが定められている「遺伝子組換え生物等の使用等の

規制による生物の多様性の確保に関する法律」や「組換えDNA技術工業化指針」などの法律及び指針を遵守して

おります。これらの規制が強化された場合、当社グループの事業は影響を受ける可能性があります。

(6）ストック・オプションの行使による株式価値の希薄化について 

当社グループは、当社の取締役及び従業員の業績向上に対する志気を一層高めることを目的として、取締役及び

従業員等を対象としたストック・オプション制度を導入しております。ストック・オプションが行使された場合に

は、当社の１株当たりの株式価値が希薄化することになり、将来における株価へ影響を及ぼす可能性があります。ま

た、今後もストック・オプションの付与を行なう可能性がありますので、この場合には更に１株当たりの株式価値

が希薄化する可能性があります。なお、平成24年３月31日現在、当社発行済株式総数129,578株に対して、ストック・

オプションによる潜在株式数は1,712株であります。

(7）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、継続的な営業損失の発生及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、将来にわ

たって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。当該重要

事象を解消するため、当連結会計年度におきまして、主力事業の生産効率化や新規事業の開始などにより収益を伸

ばし業績を改善しました。

今後も、収益基盤の強化により、さらなる業績の改善を図ります。資金につきましても、当連結会計年度末時点で

の現金及び預金と有価証券の合計額は1,398,536千円であり、財務面に支障はないものと考えております。

以上のことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断し、「継続企業の前提に関する

注記」の記載には至りませんでした。

５【経営上の重要な契約等】

土地賃貸借契約

当社が神戸市との間で、遺伝子破壊マウス事業及び付帯する一切の事業の用に供する建物を建設する目的で、神

戸ポートアイランド第２期地区パイロットエンタープライズゾーンの土地の一部について事業用借地契約を締結

するものであります。

契約相手方名 神戸市

主な契約内容

　当社と神戸市は、遺伝子破壊マウス事業及び付帯する一切の事業の用に供する建物を建設す

る目的で、神戸市の所有する神戸ポートアイランド第２期地区（パイロットエンタープライ

ズゾーンA区画）の土地の一部について事業用借地権（賃借権）設定契約を締結する。

契約締結日 平成15年７月７日

契約期間 平成15年７月７日から平成35年７月６日まで
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６【研究開発活動】

　当連結会計年度における各セグメントの研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、45,338千円となっております。

(1) 遺伝子破壊マウス事業

　平成22年12月に国立大学法人熊本大学と「ヒト化マウスの開発」に関する共同研究契約を締結し、事業化に取り

組んでおります。

　当事業にかかる研究開発費は18,083千円であります。

　

(2) 抗体事業

　平成23年6月に国立大学法人東京大学及び大日本住友製薬株式会社との間で「メタボリックシンドロームマー

カー候補タンパクAIM」に関する共同研究契約を締結し、事業化を目指しております。

　当事業にかかる研究開発費は27,254千円であります。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針及び見積の概要については、「第５　経理の状

況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている

とおりであります。

(2) 経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高607,985千円（前期比19.4%増）、経常損失120,390千円（同

16.6%減）となり、当初計画の黒字化は未達成となったものの、業績は改善いたしました。

遺伝子破壊マウス事業におきましては、非臨床試験受託事業の開始により売上高は前期に比べ30.6%増加しまし

たが、原価も増加したことから営業利益は9.9%減少いたしました。

抗体事業につきましても、売上高は前期に比べ8.5%増加しましたが、営業人員の増加に伴い販売費も増加したこ

とから減益となりました。

試薬販売事業におきましては、売上高が前期比1.2%減となりましたが、営業利益は29.4%増となりました。

研究開発戦略におきましては、平成23年６月に国立大学法人東京大学及び大日本住友製薬株式会社と「メタボ

リックシンドロームマーカー候補タンパクＡＩＭ」に関する共同研究契約を締結し、バイオマーカー開発パイプラ

インの拡充を進めております。　

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」

に記載しております。
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(4) 経営戦略の現状と見通し

遺伝子破壊マウス事業につきましては、神戸研究所実験棟の増設により生産規模拡大が可能となり、また、生産効

率も向上していることから売上高は増加する見通しです。平成24年3月に譲り受けた遺伝子解析事業も本格稼働い

たします。

非臨床試験受託事業につきましても、神戸研究所新実験棟の稼働により収益拡大する見通しです。

抗体事業につきましては、引き続き診断薬事業の収益化を目指します。

また、平成24年５月に締結した「細胞ストレス可視化マウス」に関する独占ライセンス契約により製薬メーカー

への当該マウスの提供及び当該マウスを用いた非臨床試験受託などによる早期収益化を図ります。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは200,553千円の使用（前期は183,366千

円の使用）、投資活動によるキャッシュ・フローは394,103千円の支出（前期は696,743千円の収入）、財務活動に

よるキャッシュ・フローは68千円の収入（前期は1,075,952千円の収入）、当連結会計年度末の現金及び預金と有

価証券の合計額は1,398,536千円となりました。

また、手元資金につきましては、研究開発や設備投資等の事業運営への機動的な対応と資金効率を両立させるた

めに安全性の高い金融商品による短期運用を行っております。

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、当連結会計年度において、継続的な営業損失の発生及び営業キャッシュ・フローのマイナスを

計上しており、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在

しております。当該重要事象を解消するため、当連結会計年度におきまして、主力事業の生産効率化や新規事業の開

始などにより収益を伸ばし業績を改善しました。

今後も、収益基盤の強化により、さらなる業績の改善を図ります。資金につきましても、当連結会計年度末時点で

の現金及び預金と有価証券の合計額は1,398,536千円であり、財務面に支障はないものと考えております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、当連結会計年度において、神戸研究所の増設を中心に455,205千円の設備投資を実施しました。

  なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

 　　（平成24年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

工具、器
具及び備
品

建設
仮勘定

合計

神戸研究所

（神戸市中央区）

全社

遺伝子破壊マウス
事業

抗体事業

試薬販売事業 

統括業務施設

研究開発用設備

遺伝子破壊マウス
・抗体作製用設備

非臨床試験受託用
設備等

293,02524,50058,562366,250742,33926

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．主要な賃借物件の概要は下記のとおりであります。

事業所名 設備の内容 年間賃借料

本社 統括業務施設 3,225千円

東京オフィス 統括業務施設 6,720千円

(2）国内子会社

該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 436,301

計 436,301

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 129,578 129,578
東京証券取引所

マザーズ市場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 129,578 129,578 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基

づき付与された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年５月30日臨時株主総会特別決議）

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 338 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,014 ―

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　 134,000 ―

新株予約権の行使期間
平成16年５月30日から

平成24年５月29日まで
―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 134,000

資本組入額　　67,000
―

新株予約権の行使の条件

当社と新株予約権割当対象者

との間で締結した「新株予約

権割当契約書」の定めるとこ

ろによる

―

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる ―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。

２．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使を行った者の新株発行数を減

じております。

３．平成24年５月29日権利行使期間満了により、当該新株予約権は消滅しております。
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②　会社法に基づき発行した新株予約権

（平成20年６月25日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 698 698

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 698 698

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　  22,801 同左

新株予約権の行使期間
平成22年8月15日から

平成30年7月24日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）（注）２

発行価格　　  34,710

資本組入額　　17,355
同左

新株予約権の行使の条件

当社と新株予約権割当対象者

との間で締結した「新株予約

権割当契約書」の定めるとこ

ろによる

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２．発行価格は、本新株予約権の行使時の１株当たりの払込金額と付与日における１株当たりの公正な評価単価

を合算しております。

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年４月１日～

平成23年３月31日　

（注）

20,500 129,575 548,9865,404,211546,691 546,691

平成23年４月１日～

平成24年３月31日　

（注）

3 129,578 52 5,404,263 52 546,743

　（注）　新株予約権の行使（旧商法に基づき付与された新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。
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（６）【所有者別状況】

 （平成24年３月31日現在）

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) ― 4 15 72 18 9 12,13012,248 ―

所有株式数

（株）
― 2,1376,9141,9732,593 54 115,907129,578 ―

所有株式数の

割合（％)
― 1.65 5.34 1.52 2.00 0.04 89.45100.00 ―

　（注）１．自己株式14株は、「個人その他」に含まれております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１株含まれております。

（７）【大株主の状況】

 （平成24年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

野村證券株式会社　野村ネット＆コール 東京都千代田区大手町２－１－１ 3,396 2.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,350 1.04

チェース　マンハッタン　バンク　ジー
ティーエス　クライアンツ　アカウント　
エスクロウ

（常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部）　

5TH FLOOR,TRINITY TOWER 9,THOMAS MORE
STREET LONDON,E1W 1YT,UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４－16－13）

1,200 0.92

上永　智臣 熊本県八代市 995 0.76

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 858 0.66

佐賀　芳行 川崎市多摩区 800 0.61

大下　悟 名古屋市千種区 774 0.59

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内１－11－１ 753 0.58

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 740 0.57

中村　英幸 鹿児島県鹿児島市 722 0.55

計 ― 11,588 8.94
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成24年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　      　14 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　   129,564 129,564 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  　　　　　  129,578 ― ―

総株主の議決権 ― 129,564 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権１個）が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 （平成24年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社トランス

ジェニック

熊本県熊本市中央区南

熊本３丁目14番３号
14 ― 14 0.01

計 － 14 ― 14 0.01
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（９）【ストックオプション制度の内容】

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権

決議年月日 平成20年６月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　18名　　　　　　　　　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,791株　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり22,801円　（注）２，３

新株予約権の行使期間 「(2）新株予約権等の状況」をご参照ください

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するも

のとします。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的

たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと

します。

調整後株式数 ＝  調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して出資される１株当たりの金

額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とします。行使価額は、新株予約権の割当日の

属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における株式会社東京証券取引所の当社普通株式の

普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。ただし、割当

日の終値（当日に取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値とする。）を下回らないものとしま

す。

３．新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約

権の行使により新株を発行する場合を除く。）は次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

新規発行（処分）前の１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

また、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他

（―）
― ― ― ―

保有自己株式数 14 ― 14 ―

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しておりますが、累積損失の解消を図った上で、研究開

発資金の確保のために内部留保の充実を優先する方針であります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当事業年度におきましても、無配当であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 40,800 28,440 25,960 111,800 92,600

最低（円） 16,500 8,900 12,100 14,970 40,250

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円） 58,500 52,400 56,400 46,800 54,300 53,000

最低（円） 47,050 40,500 44,000 40,250 40,700 46,750

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
― 福永　健司 昭和44年８月13日生

平成５年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法
人トーマツ）入所

（注）３ 94

平成９年６月 公認会計士登録
平成15年５月 トーマツベンチャーサポート株式会社

取締役
平成18年８月 福永公認会計士・税理士事務所開設　

代表（現任）
平成21年６月 当社取締役就任
平成22年６月 当社代表取締役社長就任（現任）
平成23年４月 株式会社プライミューン代表取締役社

長就任（現任）

取締役 CTO 山村　研一 昭和23年10月10日生

昭和53年４月 富山大学和漢薬研究所助手

（注）３ 94

昭和56年４月 大阪大学医学部助手
昭和59年７月 大阪大学医学部講師
昭和61年４月 熊本大学医学部附属遺伝医学研究施設

教授
平成４年４月 熊本大学医学部附属遺伝発生医学研究

施設長
平成６年６月 熊本大学遺伝子実験施設長
平成８年４月 熊本大学医学部附属遺伝発生医学研究

施設長 
平成10年４月 熊本大学動物資源開発研究センター長
平成12年４月 熊本大学発生医学研究センター（現発

生医学研究所）教授（現任）
平成14年８月 当社取締役就任（現任）
平成14年11月熊本大学副学長
平成18年10月国立大学法人熊本大学生命資源研究・

支援センター長
平成21年４月 当社代表取締役社長就任

国立大学法人熊本大学理事・副学長
国立大学法人熊本大学生命資源研究・
支援センター教授（現任） 

取締役 ― 坂本　珠美 昭和39年３月27日生

昭和60年４月 社団法人熊本市医師会地域医療セン
ター入所

（注）３ 188

平成元年５月 株式会社パナファーム・ラボラトリー
ズ（現三菱化学メディエンス株式会
社）入社

平成10年４月 当社入社
平成14年３月 当社抗体研究所（現抗体試薬事業本

部）所長
平成16年２月 当社社長室室長
平成22年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 船橋　泰 昭和48年12月14日生

平成14年11月当社入社

（注）３ 18
平成22年４月 当社経営企画部長
平成22年９月 当社経営企画部長兼管理部長
平成23年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 清藤　勉 昭和19年９月29日生

昭和39年９月 国立がんセンター研究所病理学部技官

（注）３ ―

昭和50年４月 新潟大学医学部第１病理学教室技官
昭和53年９月 株式会社日本抗体研究所入社
昭和57年９月 株式会社免疫生物研究所設立　代表取

締役社長（現任）
平成13年３月 株式会社ジーンテクノサイエンス設立

　代表取締役　
平成23年６月 当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 ― 鳥巣　宣明 昭和22年12月２日生

昭和45年５月 富士通株式会社入社

（注）４ ―

昭和54年10月等松・青木監査法人（現有限責任監査
法人トーマツ）入所

昭和58年３月 公認会計士登録
昭和60年８月 Touche Ross & Co.ニューヨーク事務

所（平成元年7月帰任）
平成８年７月 監査法人トーマツ代表社員
平成12年11月Deloitte Touche Tohmatsuシドニー事

務所（平成15年６月帰任）
平成24年１月 鳥巣公認会計士事務所開設代表（現

任）
平成24年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 遠藤　了 昭和24年３月25日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社

（注）４ ―

平成８年６月 株式会社和陽インターナショナル・コ
ンサルティング（現株式会社サンライ
ズ・アカウンティング・インターナ
ショナル）設立

平成９年２月 太陽監査法人（現太陽ＡＳＧ有限責任
監査法人）代表社員（現任）

平成12年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 佐藤　貴夫 昭和38年８月５日生

平成７年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会所属)
土屋東一法律事務所入所

（注）４ ―

平成13年４月 佐藤貴夫法律事務所開設
平成16年４月 原子力発電環境整備機構情報公開審査

委員（現任）
平成18年４月 慶應義塾大学大学院法務研究科非常勤

講師(現任)　
平成20年４月 東京簡易裁判所民事調停委員(現任)　
平成20年６月 当社監査役就任（現任）
平成21年５月 株式会社ファンドクリエーショング

ループ監査役（現任）
平成23年10月霞が関法律会計事務所入所（現任）

計 394

　（注）１．取締役清藤勉は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．常勤監査役鳥巣宣明、監査役遠藤了及び佐藤貴夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。

４．平成24年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

２名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

光安　直樹 昭和33年３月２日生

昭和55年４月 日本ラヂヱーター株式会社（現カルソニックカン
セイ株式会社）入社

―

平成９年10月 会計士補登録
監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ
ツ）入所

平成13年４月 公認会計士登録
平成16年８月 光安会計・労務事務所（現光安公認会計士・税理

士・社会保険労務士事務所）開設　所長（現任）
平成17年11月株式会社アイフリーク社外監査役（現任）

久保田　昭 昭和32年４月10日生

昭和59年10月中央会計事務所入所

―

昭和63年８月 公認会計士登録
平成15年７月 株式会社和陽インターナショナル・コンサルティ

ング（現株式会社サンライズ・アカウンティング
・インターナショナル）入社

平成18年７月 同社コンサルティング部長
平成19年12月同社代表取締役専務（現任）

なお、光安直樹及び久保田昭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「企業価値向上」を目標とし、経営監督機能と業務

執行機能の明確化、意思決定の迅速化及び経営の健全性・透明性の確保を目指してコーポレート・ガバナンスの体

制を構築しております。また、当社を取り巻く全てのステークホルダーの皆様の信頼を獲得することを使命として

おります。

①　コーポレート・ガバナンスの体制

　イ　コーポレート・ガバナンスの体制の概要

当社の取締役会は、取締役５名によって構成され、月に１回以上、取締役会を開催し、取締役の職務の執行を監

督しております。当社の監査役会は、監査役３名によって構成され、全員が社外監査役であります。監査役は取締

役会に出席し、取締役の職務の執行を監査し、実効性のあるモニタリングに取り組んでおります。また、月に１回

以上、経営会議を開催し、取締役５名を始め、各事業部門の管理職らが出席し、経営及び業務執行に関する重要事

項を審議、報告しております。

　

ロ　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図

 

　

ハ　コーポレート・ガバナンスの体制を採用する理由

当社では、月次定例或いは必要に応じて取締役会を開催し、取締役５名、監査役３名が出席し、会社の意思決定

機関として、経営に関する重要事項の審議及び決定を行っております。監査役３名は全員が会社法第２条第16号

に規定する社外監査役であり、高度な専門知識と豊富な経験に基づき、取締役の職務の執行を監査しているため、

実効性の高いモニタリングが十分に確保されていると判断しております。

当社は社外取締役を１名選任しており、社外取締役は取締役会に出席し独立の立場から適切な助言を行ってお

ります。また監査役３名は全員が、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であることから独立性が高く、かつ

高度な専門知識と豊富な経験を有しているため、取締役の職務の執行の監査機能は十分に確保されていると判断

しております。

ニ　内部統制システムの整備の状況

当社は、「内部統制システム構築の基本方針」、「コンプライアンス行動指針」、「企業行動憲章」、「各社内

規程」を定め、業務遂行に関する基準を明確にし、社内に周知徹底しております。また、独立部署である内部監査

部門により計画的に実施された内部監査結果は、内部統制委員会及び監査役会に報告され、発見事項や不備につ

いて随時改善される体制が整っております。

コンプライアンス体制につきましては、コンプライアンスの責任者として担当役員を選定し、担当役員の指示

により経営企画部がコンプライアンス体制の構築、維持・整備いたしております。
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ホ　リスク管理体制の整備状況

当社のリスク管理体制は、多様なリスクの特性に応じ状況を正確に分析・把握し、リスクを適切にコントロー

ルすることにより、経営の健全化と収益基盤の安定化を確保することが重要課題であると認識しております。リ

スク管理のなかでも当社にとって最も重要な「情報」に関しては、「情報管理規程」を制定し、徹底した管理を

行っております。個別具体的なリスクに関しては、各部門においてその有するリスク発生の可能性を十分に認識

した上で事前の対応、回避及び発生した場合の対応に努めるなど、リスク管理体制の充実に取り組んでおります。

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、独立した内部監査担当部門１名により計画的に実施されております。監査役監査につきまし

ては、社外監査役３名により実施され、実効的なモニタリングに取り組んでおります。なお、監査役遠藤了氏及び鳥

巣宣明氏は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

また、内部監査担当部門と監査役は必要に応じて随時情報交換を行い、監査役と会計監査人は定期的に会議を設

けて監査結果について報告しております。

③　会計監査の状況

　会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツとの間で会社法監査及び金融商品取引法監査についての監

査契約を締結しております。当期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の業務を執行した公認会計士は

磯俣克平氏、竹之内髙司氏の２名であります。また、監査業務にかかる補助者としては、公認会計士４名、公認会計士

試験合格者２名となっております。

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であり、当社との間に資本的関係またはその他の利害関係はありま

せん。

当社の社外取締役である清藤勉氏は、株式会社免疫生物研究所の代表取締役を長年にわたり務め、経営者として

の豊富な経験と当社の事業分野に関する専門知識を有することから、当社の経営に貢献し、かつ、独立性も確保して

いると考えております。

当社の社外監査役は、公認会計士２名及び弁護士１名が就任しており、独立性は確保され、専門的立場から客観的

かつ中立的に経営を監視しております。また、常勤監査役１名を独立役員に指定しております。

なお、当社では社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めておりません

が、選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

社外監査役と内部監査担当者と会計監査人はそれぞれ定期的に情報・意見交換するなど相互に連携し、当社の経

営にかかる監査は十分に機能していると考えております。

⑤　役員報酬等

イ　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
28,710 28,710 ― ― ― 4

監査役

（社外監査役を除く。）
― ― ― ― ― ―

社外役員 9,408 9,408 ― ― ― 4

　（注）上記には、取締役１名が役員を兼任する子会社からの報酬は含まれておりません。

　

ロ　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの　

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

7,590 2 業務執行部分による給与であります。
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ハ　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の月額報酬は、株主総会においてその総枠を決議し、配分方法の取扱を取締役会及び監査役会で決

定いたします。

⑥　取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑧　取締役会で決議することができる株主総会決議事項

　中間配当

　当社は、株主への柔軟な利益還元を可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間

配当をすることができる旨定款に定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。

⑩　株式の保有状況

イ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

３銘柄　21,334千円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

コスモ・バイオ㈱ 56 3,192 取引関係の維持

第一生命保険㈱ 3 376 取引関係の維持

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

コスモ・バイオ㈱ 56 5,992 取引関係の維持

第一生命保険㈱ 3 342 取引関係の維持

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 19,000 ― 19,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 19,000 ― 19,000 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）　

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、有

限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。 
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 593,125 398,536

受取手形及び売掛金 180,217 192,859

有価証券 1,400,000 1,000,000

商品及び製品 12,011 19,016

仕掛品 4,723 5,999

原材料及び貯蔵品 23,764 10,397

その他 8,333 37,563

貸倒引当金 △325 △506

流動資産合計 2,221,852 1,663,867

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 452,145 452,145

減価償却累計額 △141,728 △159,120

建物及び構築物（純額） 310,417 293,025

機械装置及び運搬具 67,541 92,041

減価償却累計額 △67,541 △67,541

機械装置及び運搬具（純額） － 24,500

工具、器具及び備品 183,725 247,130

減価償却累計額 △183,725 △185,177

工具、器具及び備品（純額） － 61,952

建設仮勘定 － 366,250

有形固定資産合計 310,417 745,729

無形固定資産

のれん － 12,100

ソフトウエア 883 683

無形固定資産合計 883 12,783

投資その他の資産

投資有価証券 ※
 28,261 24,621

長期貸付金 13,573 12,078

その他 33,981 43,300

投資その他の資産合計 75,816 80,001

固定資産合計 387,117 838,514

資産合計 2,608,969 2,502,381
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 54,481 2,643

未払金 31,686 139,159

未払法人税等 11,485 11,838

賞与引当金 6,861 6,131

受注損失引当金 6,761 466

その他 26,321 24,081

流動負債合計 137,598 184,321

固定負債

繰延税金負債 4,689 4,612

資産除去債務 15,768 16,126

長期リース資産減損勘定 214 －

固定負債合計 20,673 20,739

負債合計 158,271 205,060

純資産の部

株主資本

資本金 5,404,211 5,404,263

資本剰余金 546,691 546,743

利益剰余金 △3,512,101 △3,668,350

自己株式 △1,782 △1,782

株主資本合計 2,437,018 2,280,874

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,440 3,601

その他の包括利益累計額合計 1,440 3,601

新株予約権 8,348 8,312

少数株主持分 3,890 4,533

純資産合計 2,450,697 2,297,321

負債純資産合計 2,608,969 2,502,381
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 509,100 607,985

売上原価 ※1
 271,666

※1
 380,063

売上総利益 237,433 227,922

販売費及び一般管理費 ※2，※3
 370,595

※2，※3
 355,573

営業損失（△） △133,161 △127,650

営業外収益

受取利息 2,304 3,717

受取配当金 103 116

為替差益 610 －

補助金収入 － 2,941

保険解約返戻金 － 1,240

その他 1,907 143

営業外収益合計 4,927 8,159

営業外費用

株式交付費 6,860 －

新株予約権発行費 8,518 －

為替差損 － 311

投資事業組合運用損 46 －

持分法による投資損失 624 585

その他 4 2

営業外費用合計 16,053 898

経常損失（△） △144,288 △120,390

特別利益

投資有価証券売却益 106,250 －

特別利益合計 106,250 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 6,000

のれん償却額 ※4
 165,604 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,448 －

事業所移転費用 － ※5
 23,900

特別損失合計 169,052 29,900

税金等調整前当期純損失（△） △207,091 △150,290

法人税、住民税及び事業税 3,369 5,997

法人税等調整額 4,689 △682

法人税等合計 8,059 5,315

少数株主損益調整前当期純損失（△） △215,150 △155,605

少数株主利益 323 642

当期純損失（△） △215,474 △156,248
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △215,150 △155,605

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 722 2,160

その他の包括利益合計 722 ※
 2,160

包括利益 △214,427 △153,445

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △214,751 △154,088

少数株主に係る包括利益 323 642
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,855,225 5,404,211

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 548,986 52

当期変動額合計 548,986 52

当期末残高 5,404,211 5,404,263

資本剰余金

当期首残高 － 546,691

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 546,691 52

当期変動額合計 546,691 52

当期末残高 546,691 546,743

利益剰余金

当期首残高 △3,337,224 △3,512,101

当期変動額

当期純損失（△） △215,474 △156,248

連結範囲の変動 40,596 －

当期変動額合計 △174,877 △156,248

当期末残高 △3,512,101 △3,668,350

自己株式

当期首残高 △1,782 △1,782

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,782 △1,782

株主資本合計

当期首残高 1,516,218 2,437,018

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,095,677 104

当期純損失（△） △215,474 △156,248

連結範囲の変動 40,596 －

当期変動額合計 920,799 △156,144

当期末残高 2,437,018 2,280,874
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 717 1,440

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

722 2,160

当期変動額合計 722 2,160

当期末残高 1,440 3,601

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 717 1,440

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

722 2,160

当期変動額合計 722 2,160

当期末残高 1,440 3,601

新株予約権

当期首残高 10,537 8,348

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,189 △35

当期変動額合計 △2,189 △35

当期末残高 8,348 8,312

少数株主持分

当期首残高 3,567 3,890

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 323 642

当期変動額合計 323 642

当期末残高 3,890 4,533

純資産合計

当期首残高 1,531,040 2,450,697

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,095,677 104

当期純損失（△） △215,474 △156,248

連結範囲の変動 40,596 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,142 2,767

当期変動額合計 919,656 △153,376

当期末残高 2,450,697 2,297,321
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △207,091 △150,290

減価償却費 19,282 20,094

のれん償却額 176,584 205

株式報酬費用 2,157 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 203 181

受取利息及び受取配当金 △2,408 △3,833

持分法による投資損益（△は益） 624 585

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,448 －

保険解約損益（△は益） － △1,240

株式交付費 6,860 －

新株予約権発行費 8,518 －

投資有価証券売却損益（△は益） △106,250 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 6,000

売上債権の増減額（△は増加） △130,284 △12,642

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,717 5,087

仕入債務の増減額（△は減少） 48,989 △51,837

未払金の増減額（△は減少） 7,152 33,049

長期前払費用の増減額（△は増加） △3,695 △19,373

その他の資産の増減額（△は増加） 8,430 △15,612

その他の負債の増減額（△は減少） △1,747 △11,024

小計 △181,943 △200,653

利息及び配当金の受取額 2,291 3,842

法人税等の支払額 △3,714 △3,742

営業活動によるキャッシュ・フロー △183,366 △200,553

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △900,000 △1,200,000

有価証券の償還による収入 1,500,000 1,200,000

有形固定資産の取得による支出 － △384,131

有形固定資産の売却による収入 498 －

無形固定資産の取得による支出 △1,000 －

投資有価証券の取得による支出 △6,000 －

投資有価証券の売却による収入 106,250 －

事業譲受による支出 － ※2
 △12,500

貸付金の回収による収入 1,096 1,120

保険積立金の解約による収入 － 1,240

敷金の差入による支出 △6,491 －

敷金の回収による収入 1,972 －

その他 417 167

投資活動によるキャッシュ・フロー 696,743 △394,103
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,065,110 68

新株予約権の発行による収入 10,841 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,075,952 68

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,589,328 △594,589

現金及び現金同等物の期首残高 446,357 1,993,125

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △42,560 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,993,125

※1
 1,398,536
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　１社

連結子会社名　　　㈱プライミューン

すべての子会社を連結しております。

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数　　１社

持分法適用の関連会社名　　　㈱イムノキック

すべての関連会社について持分法を適用しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券　　　

時価のあるもの　

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの　　

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　たな卸資産　　　

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品　　先入先出法

仕掛品　　　　　個別法

原材料　　　　　移動平均法

貯蔵品　　　　　最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く)

建物（附属設備を除く）については定額法、その他については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　10～38年

　機械装置及び運搬具　４～17年

　工具、器具及び備品　４～15年　

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

該当事項はありません。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③　受注損失引当金

　受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注案件のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができるものについて、その損失見込額を計上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用し

ております。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。　

　なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【表示方法の変更】

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の資産の増減額（△は増加）」に含め

ておりました「長期前払費用の増減額（△は増加）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記す

ることとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他の資産の増減額（△は増加）」に表示していた4,734千円は、「長期前払費用の増減額（△は増加）」△3,695円、

「その他の資産の増減額（△は増加）」8,430千円として組み替えております。　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

※　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

投資有価証券（株式） 235千円 ―千円

　　

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

5,687千円 △9,599千円

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

役員報酬 35,058千円 44,118千円

給与及び手当 77,792 69,391

研究開発費 55,947 45,338

支払報酬 31,076 36,369

　

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

55,947千円 45,338千円

　　

※４　のれん償却額　

前連結会計年度において、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（日本公認会計士協会　平

成10年５月22日　会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に基づき、個別財務諸表上の関係会社株式の減損処理

に伴って、のれんを一括償却したものです。

　

※５　事業所移転費用

各研究拠点の神戸研究所への集約に際し発生する移転作業費用等であります。　

　　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 2,766千円

組替調整額 ―

税効果調整前 2,766

税効果額 △605

その他有価証券評価差額金 2,160

その他の包括利益合計 2,160
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 109,075 20,500 ― 129,575

合計 109,075 20,500 ― 129,575

自己株式     

普通株式 14 ― ― 14

合計 14 ― ― 14

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加20,500株は、新株予約権の権利行使（旧商法に基づき付与された新株引受権

の権利行使を含む。）に伴う新株の発行による増加であります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社）

 第２回新株予約権（注） 普通株式 ― 20,00020,000 ― ―

 ストック・オプションとして

の新株予約権
― ― ― ― ― 8,348

 合計 ― ― ― ― ― 8,348

（注）　第２回新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権であります。また当連結会計年度増加は新株予約権の発行

であり、減少は行使によるものであります。

３　配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 129,575 3 ― 129,578

合計 129,575 3 ― 129,578

自己株式  　 　  

普通株式 14 ― ― 14

合計 14 ― ― 14

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加３株は、新株予約権の権利行使に伴う新株の発行による増加であります。
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２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとして

の新株予約権
― ― ― ― ― 8,312

 合計 ― ― ― ― ― 8,312

３　配当に関する事項

該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 593,125千円 398,536千円

有価証券勘定 1,400,000 1,000,000 

現金及び現金同等物 1,993,125 1,398,536 

※２  当連結会計年度に事業の譲受けにより増加した資産の主な内訳は次のとおりであります。

固定資産 20,000千円

資産合計 20,000
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１  リース資産の内容　　　　　　　

該当事項はありません。　

　

２  リース資産の減価償却の方法　　

該当事項はありません。　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：千円）
　 前連結会計年度（平成23年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 12,842 2,354 10,487 ―

　

 （単位：千円）
　 当連結会計年度（平成24年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 12,842 2,354 10,487 ―

  　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：千円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 2,675 451

１年超 451 ―

合計 3,126 451

リース資産減損勘定の残高 2,782 214

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　 （単位：千円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

支払リース料 2,718 2,718

リース資産減損勘定の取崩額 2,568 2,568

減価償却費相当額 ― ―

支払利息相当額 102 42

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に株式発行）を調達しております。一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり

生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内に

あるものを除き、原則として先物為替予約を利用する方針であります。

　有価証券は、余資を運用する目的で短期保有するものであり、定期的に見直しております。投資有価証券は、業務上

の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き、先物為替予約を

利用する方針であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権及び長期貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループの営業債権債務に占める外貨建ての営業債権債務の割合は僅少であります。なお、外貨建ての営業

債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、重要なものについては先物為替予約を

利用する方針であります。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期

保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。

EDINET提出書類

株式会社トランスジェニック(E05317)

有価証券報告書

42/79



２　金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成23年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 593,125  593,125 ―

(2）受取手形及び売掛金 180,217  180,217 ―

(3）有価証券及び投資有価証券 　  　

　その他有価証券 1,403,568 1,403,568 ―

(4) 長期貸付金(*1) 14,693 15,666 973

　資産計 2,191,605 2,192,578 973

(1）買掛金 54,481 54,481 ―

(2）未払金 31,686 31,686 ―

(3) 未払法人税等　 11,485 11,485 ―

　負債計 97,652 97,652 ―

　(*1）１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。　　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 398,536 398,536 ―

(2）受取手形及び売掛金 192,859 192,859 ―

(3）有価証券及び投資有価証券 　  　

　その他有価証券 1,006,334 1,006,334 ―

(4) 長期貸付金(*1) 13,223 14,279 1,055

　資産計 1,610,955 1,612,010 1,055

(1）買掛金 2,643 2,643 ―

(2）未払金 139,159 139,159 ―

(3) 未払法人税等　 11,838 11,838 ―

　負債計 153,641 153,641 ―

　(*1）１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。　　
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　（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）有価証券及び投資有価証券

　有価証券については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっており、投資有価証券については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

(4）長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、回収可能額を反映した元利金の受取見込額を残存期間に対応する安全性

の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 21,235 15,000

投資事業有限責任組合 3,457 3,287

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、

「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　

前連結会計年度（平成23年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 593,125 ― ― ―

受取手形及び売掛金 180,217 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

　(1) その他 1,400,000 ― ― ―

長期貸付金　 1,120 4,729 6,512 2,331

合計 2,174,463 4,729 6,512 2,331

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 398,536 ― ― ―

受取手形及び売掛金 192,859 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

　(1) その他 1,000,000 ― ― ―

長期貸付金　 1,144 4,832 6,654 942

合計 1,592,541 4,832 6,654 942
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成23年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 3,192 1,708 1,484

(2）債券    

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 3,192 1,708 1,484

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 376 420 △43

(2）債券    

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 1,400,000 1,400,000 ―

小計 1,400,376 1,400,420 △43

合計 1,403,568 1,402,128 1,440

（注）　非上場株式及び投資事業有限責任組合出資（連結貸借対照表計上額　24,457千円）については、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。 

当連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 5,992 1,708 4,284

(2）債券    

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 5,992 1,708 4,284

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 342 420 △77

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 1,000,000 1,000,000 ―

小計 1,000,342 1,000,420 △77

合計 1,006,334 1,002,128 4,206

（注）　非上場株式及び投資事業有限責任組合出資（連結貸借対照表計上額　18,287千円）については、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。 

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至

　平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成23年３月31日）及び当連結会計年度（平成24年３月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　

平成24年３月31日）

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係）

１　ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 （単位：千円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

販売費及び一般管理費 2,157 ―

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容　

 平成14年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　２名

当社従業員　　　　29名

当社子会社従業員　１名

社外協力者　　　　５名　

当社従業員　　18名

ストック・オプションの数

（注）１
普通株式　　　3,000株 普通株式　　　1,791株

付与日 平成14年５月30日 平成20年８月15日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間 定めはありません。
平成20年８月15日から

平成22年８月14日まで

権利行使期間
平成16年５月30日から

平成24年５月29日まで

平成22年８月15日から

平成30年７月24日まで

（注）１．平成14年５月１日付で１株を1,000株に株式分割、平成14年10月29日付で１株を３株に株式分割、平成18年９

月30日付で1,000株を１株に株式併合しております。このため分割及び併合後の株式数に換算して記載して

おります。

２．被付与者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役・監査役又は従業員その他これに準ずる

地位の何れかにあることを要するものといたします。ただし、自己都合によらない退職等についてはこの限

りではありません。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

　

①　ストック・オプションの数　

 平成14年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後　　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 1,014 701

権利確定 ― ―

権利行使 ― 3

失効 ― ―

未行使残 1,014 698

（注）　平成14年５月１日付で１株を1,000株に株式分割、平成14年10月29日付で１株を３株に株式分割、平成18年９月

30日付で1,000株を１株に株式併合しております。このため分割及び併合後の株式数に換算して記載しており

ます。

②　単価情報

 平成14年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション

権利行使価格（注）　　　　　（円） 134,000 22,801

行使時平均株価　　　　　　　（円） ― 61,300

付与日における公正な評価単価（円） ― 11,909

（注）　平成14年５月１日付で１株を1,000株に株式分割、平成14年10月29日付で１株を３株に株式分割、平成18年９月

30日付で1,000株を１株に株式併合しております。このため分割及び併合後の権利行使価格に換算して記載し

ております。

３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度においてストック・オプションは付与されておりません。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産 　　  

投資有価証券評価損 61,134千円 　 55,693千円

株式報酬費用 3,372 　 2,943

減損損失 23,040　 14,965

資産除去債務 6,370 　 5,709

繰越欠損金 1,960,121　 1,304,346

その他 11,870　 7,637

繰延税金資産小計 2,065,909　 1,391,293

評価性引当額 △2,065,909　 △1,391,293

繰延税金資産合計 ― 　 ―

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金

資産除去債務に対する建物

―

4,689
　

605

4,007

繰延税金負債合計 4,689 　 4,612

繰延税金負債の純額 4,689 　 4,612

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 △40.4％ 　 △40.4％

（調整） 　 　 　

住民税均等割 1.4 　 2.7

持分法による投資損失 0.1 　 0.2

のれん償却 34.4 　 ―

評価性引当額 7.4 　 41.4

税率変更による影響 ― 　 △0.4

その他 1.0 　 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.9 　 3.5

（注）税金等調整前当期純損失を計上しているため、法定実効税率をマイナス表示し、調整を行っております。

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月

１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については37.8％に、平成27年４月１日に開始する連

結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については35.4％となります。この税率変更による影響は軽微であ

ります。
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（企業結合等関係）

事業の譲受け

１　企業結合の概要

　(1）譲受けの相手先の名称及び譲受けた事業の内容

株式会社ＧＰバイオサイエンス　遺伝子解析事業

　(2）事業譲受けの主な理由

当社の遺伝子破壊マウス事業において提供する、疾患の原因・病態解析に有用な遺伝子情報などのツールの一

つとして株式会社ＧＰバイオサイエンスの遺伝子解析事業を加えることで、顧客ネットワークの拡大やサービス

内容の充実化を図ります。

　(3）企業結合日　　　　　　　　平成24年３月１日

　(4）企業結合の法的形式　　　　現金を対価とする事業の譲受け

　

２　連結財務諸表に含まれる取得した事業の業績の期間

平成24年３月１日から平成24年３月31日　

　

３　取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価　現金20,000千円

　

４　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　(1）発生したのれんの金額　　　12,305千円

　(2）発生原因　　　　　　　　　今後の事業展開に期待される超過収益力

　(3）償却方法及び償却期間　　　５年の定額法　

　

５　事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳

固定資産　　7,694千円

資産合計　　7,694千円

　

６　企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度に係る連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額　

概算額の算出が困難であるため記載しておりません。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ  当該資産除去債務の概要

  神戸研究所建物の事業用土地賃貸借契約に伴う原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。 

　

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から38年と見積り、割引率は2.27％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ  当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

期首残高（注） 15,419千円 15,768千円

時の経過による調整額 349 357

期末残高 15,768 16,126

（注）　前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平

成20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。　

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　

平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「遺伝子破壊マウス事業」、「抗体事業」及

び「試薬販売事業」の３つを報告セグメントとしております。

「遺伝子破壊マウス事業」は、TG Resource Bank®等の遺伝子情報の使用権許諾や遺伝子破壊マウス作製受託を

行っております。「抗体事業」は、抗体製品販売、抗体作製受託、ＧＡＮＰ®マウスのライセンスアウト、診断薬に向け

た腫瘍マーカーの開発を行っております。「試薬販売事業」は、ライフサイエンス研究支援のための研究用試薬の仕

入・販売を行っております。　　

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント 

合計
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業

売上高       
外部顧客への売上高 306,51977,750124,830509,100 ― 509,100
セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 306,51977,750124,830509,100 ― 509,100
セグメント利益
又は損失（△）

54,956 6,291 22,855 84,104△217,266△133,161

セグメント資産 308,17392,280 59,524459,9782,148,9902,608,969
その他の項目       
減価償却費 9,860 3,615 986 14,461 4,820 19,282
のれんの償却額　（注）３ ― ― 10,979 10,979 ― 10,979
有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

― ― ― ― 1,000 1,000

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に管理部門に係る費用及び基礎的研究開発費であります。

(2）セグメント資産の調整額は、主に当社グループにおける運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

(3）その他の項目の調整額は、主に管理部門に係るものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業損失（△）と調整を行っております。

３．その他の項目ののれんの償却額に記載しているものの他、期末未償却残高の一括償却を行っております。　
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当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント 

合計
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業

売上高       
外部顧客への売上高 400,35484,357123,274607,985 ― 607,985
セグメント間の内部売上
高又は振替高

　 　 　 　 　 　

計 400,35484,357123,274607,985 ― 607,985
セグメント利益
又は損失（△）

49,529△10,154 29,585 68,960△196,610△127,650

セグメント資産 806,703132,16672,6111,011,4811,490,8992,502,381
その他の項目 　 　 　 　 　 　
減価償却費 12,417 6,257 1,219 19,894 200 20,094
のれんの償却額 205 ― ― 205 ― 205
有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

455,205 ― ― 455,205 ― 455,205

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に管理部門に係る費用であります。

(2）セグメント資産の調整額は、主に当社グループにおける運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

(3）その他の項目の調整額は、主に管理部門に係るものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業損失（△）と調整を行っております。

　

【関連情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

２　地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

 （単位：千円）　

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
国立大学法人熊本大学 58,984遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業
コスモ・バイオ株式会社 52,692抗体事業及び試薬販売事業
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当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

２　地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略しております。 　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：千円）

 
遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業 合計

当期償却額 ― ― 176,584 176,584
当期末残高 ― ― ― ―

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：千円）

 
遺伝子破壊
マウス事業

抗体事業 試薬販売事業 合計

当期償却額 205 ― ― 205
当期末残高 12,100 ― ― 12,100

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　

平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

１株当たり純資産額 18,820.93円 17,632.02円

１株当たり当期純損失金額（△） △1,878.15円 △1,205.97円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。　

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当期純損失（△）（千円） △215,474 △156,248

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）

（千円）
△215,474 △156,248

普通株式の期中平均株式数（株） 114,727 129,563

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

株主総会特別決議日　平成14年５月30日

新株予約権　338個　　目的となる株式の数　1,014株

（前連結会計年度は、新株予約権　338個　　目的となる株式の数1,014株）

 ②　会社法に基づき発行した新株予約権

 　 株主総会決議日　平成20年６月25日

新株予約権　698個　　目的となる株式の数　698株

（前連結会計年度は、新株予約権　701個　目的となる株式の数　701株）

 　これらの詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況」に記載のとおりであります。　
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３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（平成23年３月31日）

当連結会計年度末
（平成24年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,450,697 2,297,321

純資産の部の合計額から控除する

金額（千円）
12,238 12,846

　（うち新株予約権） (8,348) (8,312)

　（うち少数株主持分） (3,890) (4,533)

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
2,438,459 2,284,475

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式の数（株）
129,561 129,564

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用し

ております。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。　

　なお、この変更による影響はありません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。　

　

（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 107,389 255,052 387,951 607,985

税金等調整前四半期（当期）

純損失金額（△）（千円）
△53,888 △84,727 △126,375 △150,290

四半期（当期）純損失金額

（△）（千円）
△55,250 △87,635 △130,481 △156,248

１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）（円）
△426.44 △676.40 △1,007.09 △1,205.97

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△426.44 △249.95 △330.69 △198.88

　

②　訴訟

当社は、平成23年８月19日付（訴状送達日：平成23年９月５日）で神戸地方裁判所において、株式会社ＧＭ

Ｊより、同社役員及び従業員の退職及び当社による雇用に関して損害賠償請求（４億210万円）の訴訟を提起

されております。当社は、本件損害賠償請求が合理性に欠ける不当なものであることから、当該請求につき全

面的に争う方針であります。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 576,449 383,429

受取手形 10,839 －

売掛金 146,156 164,914

有価証券 1,400,000 1,000,000

商品及び製品 8,787 16,275

仕掛品 4,723 5,999

原材料及び貯蔵品 23,764 10,397

前払費用 5,564 15,619

未収消費税等 － 19,973

その他 8,410 5,626

貸倒引当金 △313 △160

流動資産合計 2,184,384 1,622,074

固定資産

有形固定資産

建物 425,782 425,782

減価償却累計額 △126,317 △142,154

建物（純額） 299,464 283,628

構築物 26,363 26,363

減価償却累計額 △15,410 △16,965

構築物（純額） 10,953 9,397

機械及び装置 67,541 92,041

減価償却累計額 △67,541 △67,541

機械及び装置（純額） － 24,500

工具、器具及び備品 183,725 247,130

減価償却累計額 △183,725 △185,177

工具、器具及び備品（純額） － 61,952

建設仮勘定 － 366,250

有形固定資産合計 310,417 745,729

無形固定資産

のれん － 12,100

ソフトウエア 883 683

無形固定資産合計 883 12,783

投資その他の資産

投資有価証券 28,025 24,621

関係会社株式 30,696 29,836

関係会社長期貸付金 13,573 12,428

差入保証金 24,484 24,484

長期前払費用 1,249 10,568

その他 8,247 8,247

貸倒引当金 － △349

投資その他の資産合計 106,277 109,837

固定資産合計 417,578 868,350

資産合計 2,601,962 2,490,425
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 53,378 2,542

未払金 31,441 138,906

未払費用 13,329 19,954

未払法人税等 10,738 10,046

前受金 6,248 1,575

賞与引当金 6,625 6,131

受注損失引当金 6,761 466

その他 5,331 2,194

流動負債合計 133,854 181,817

固定負債

繰延税金負債 4,689 4,612

資産除去債務 15,768 16,126

長期リース資産減損勘定 214 －

固定負債合計 20,673 20,739

負債合計 154,528 202,556

純資産の部

株主資本

資本金 5,404,211 5,404,263

資本剰余金

資本準備金 546,691 546,743

資本剰余金合計 546,691 546,743

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △3,511,474 △3,673,269

利益剰余金合計 △3,511,474 △3,673,269

自己株式 △1,782 △1,782

株主資本合計 2,437,645 2,275,955

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,440 3,601

評価・換算差額等合計 1,440 3,601

新株予約権 8,348 8,312

純資産合計 2,447,434 2,287,868

負債純資産合計 2,601,962 2,490,425

EDINET提出書類

株式会社トランスジェニック(E05317)

有価証券報告書

57/79



②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高

製品売上高 332,230 456,765

商品売上高 105,924 83,496

売上高合計 438,155 540,262

売上原価

製品売上原価 182,401 303,297

商品売上原価

商品期首たな卸高 6,652 8,787

当期商品仕入高 59,878 48,718

商品期末たな卸高 8,787 19,773

商品他勘定振替高 － 1

商品評価損 － 3,498

商品売上原価 57,743 41,229

売上原価合計 ※1
 240,145

※1
 344,527

売上総利益 198,010 195,735

販売費及び一般管理費

役員報酬 30,058 38,118

給料及び手当 74,192 69,379

法定福利費 13,197 12,841

支払手数料 25,441 29,831

研究開発費 ※2
 51,161

※2
 45,338

旅費及び交通費 17,144 21,212

地代家賃 5,715 12,699

支払報酬 30,128 35,422

減価償却費 8,089 7,719

租税公課 15,102 15,355

その他 69,453 57,842

販売費及び一般管理費合計 339,685 345,761

営業損失（△） △141,675 △150,025

営業外収益

受取利息 498 404

有価証券利息 1,799 3,310

受取配当金 103 116

為替差益 624 －

補助金収入 － 2,941

受取手数料 ※3
 15,935

※3
 14,520

その他 1,904 1,497

営業外収益合計 20,867 22,790
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業外費用

為替差損 － 297

株式交付費 6,860 －

新株予約権発行費 8,518 －

貸倒引当金繰入額 － 349

投資事業組合運用損 46 －

その他 4 862

営業外費用合計 15,428 1,510

経常損失（△） △136,236 △128,745

特別利益

投資有価証券売却益 106,250 －

特別利益合計 106,250 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 6,000

関係会社株式評価損 208,903 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,448 －

事業所移転費用 － ※4
 23,900

特別損失合計 212,351 29,900

税引前当期純損失（△） △242,338 △158,645

法人税、住民税及び事業税 2,622 3,832

法人税等調整額 4,689 △682

法人税等合計 7,311 3,149

当期純損失（△） △249,650 △161,794
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【製品売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  ― ― 4,760 1.5
Ⅱ　労務費  67,96439.2 101,81432.8
Ⅲ　経費 ※ 105,62560.8 204,29365.7

当期総製造費用  173,590100.0 310,868100.0
期首仕掛品たな卸高  10,601    4,723     
合計  184,191    315,592    
期末仕掛品たな卸高  4,723     5,999     
受注損失引当金繰入額  2,934     ―     
受注損失引当金戻入額  ―     6,295     
製品売上原価  182,401    303,297    

  　 　 　 　

原価計算の方法

　個別原価計算制度を採用しております。　

（注）※　主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日）

当事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

外注加工費（千円） 19,557 92,932
消耗品費　（千円） 40,634 46,199
減価償却費（千円） 8,181 10,836
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,855,225 5,404,211

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 548,986 52

当期変動額合計 548,986 52

当期末残高 5,404,211 5,404,263

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － 546,691

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 546,691 52

当期変動額合計 546,691 52

当期末残高 546,691 546,743

資本剰余金合計

当期首残高 － 546,691

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 546,691 52

当期変動額合計 546,691 52

当期末残高 546,691 546,743

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △3,261,824 △3,511,474

当期変動額

当期純損失（△） △249,650 △161,794

当期変動額合計 △249,650 △161,794

当期末残高 △3,511,474 △3,673,269

利益剰余金合計

当期首残高 △3,261,824 △3,511,474

当期変動額

当期純損失（△） △249,650 △161,794

当期変動額合計 △249,650 △161,794

当期末残高 △3,511,474 △3,673,269

自己株式

当期首残高 △1,782 △1,782

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,782 △1,782
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 1,591,619 2,437,645

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,095,677 104

当期純損失（△） △249,650 △161,794

当期変動額合計 846,026 △161,690

当期末残高 2,437,645 2,275,955

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 717 1,440

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

722 2,160

当期変動額合計 722 2,160

当期末残高 1,440 3,601

評価・換算差額等合計

当期首残高 717 1,440

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

722 2,160

当期変動額合計 722 2,160

当期末残高 1,440 3,601

新株予約権

当期首残高 10,537 8,348

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,189 △35

当期変動額合計 △2,189 △35

当期末残高 8,348 8,312

純資産合計

当期首残高 1,602,873 2,447,434

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,095,677 104

当期純損失（△） △249,650 △161,794

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,466 2,124

当期変動額合計 844,560 △159,565

当期末残高 2,447,434 2,287,868
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

　

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(1）商品及び製品　　先入先出法

(2）仕掛品　　　　　個別法

(3）原材料          移動平均法

(4）貯蔵品　　　　　最終仕入原価法

　

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）については定額法、その他については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10～38年

構築物　　　　　　　　　15年

機械及び装置　　　　４～17年　

工具、器具及び備品　４～15年

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。また、のれ

んについては、５年間の定額法により償却を行っております。

(3）リース資産

該当事項はありません。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 受注損失引当金

　受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができるものについて、その損失見込額を計上しております。

　

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しており

ます。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。　

　なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

5,687千円 △9,599千円

　　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

51,161千円 45,338千円

　　　

※３　関係会社に対する事項

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

受取手数料 15,935千円 14,520千円

　

※４　事業所移転費用

各研究拠点の神戸研究所への集約に際し発生する移転作業費用等であります。

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 14 ― ― 14

合計 14 ― ― 14

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 14 ― ― 14

合計 14 ― ― 14
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１  リース資産の内容

該当事項はありません。　

　

２  リース資産の減価償却の方法

該当事項はありません。　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：千円）
　 前事業年度（平成23年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 12,842 2,354 10,487 ―

　

 （単位：千円）
　 当事業年度（平成24年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
工具、器具及び備品 12,842 2,354 10,487 ―

  　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 2,675 451

１年超 451 ―

合計 3,126 451

リース資産減損勘定の残高 2,782 214

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

支払リース料 2,718 2,718

リース資産減損勘定の取崩額 2,568 2,568

減価償却費相当額 ― ―

支払利息相当額 102 42

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式29,836千円、前事業年度の貸借対照表計

上額は子会社株式29,836千円、関連会社株式860千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産 　　  

関係会社株式評価損 85,261千円 　 75,014千円

投資有価証券評価損 61,134　 55,693

株式報酬費用 3,372 　 2,943

減損損失 23,040　 14,965

資産除去債務 6,370 　 5,709

繰越欠損金 1,960,121　 1,304,346

その他 10,897　 6,503

繰延税金資産小計 2,150,198　 1,465,173

評価性引当額 △2,150,198　 △1,465,173

繰延税金資産合計 ― 　 ―

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 ― 　 605

資産除去債務に対する建物 4,689 　 4,007

繰延税金負債合計 4,689 　 4,612

繰延税金負債の純額 4,689 　 4,612

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 △40.4％ 　 △40.4％

（調整） 　 　 　

住民税均等割 1.1 　 2.4

評価性引当額 41.4 　 39.2

税率変更による影響 ― 　 △0.3

その他 0.9 　 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.0 　 2.0

（注）税引前当期純損失を計上しているため、法定実効税率をマイナス表示し、調整を行っております。

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開

始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については37.8％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に

解消が見込まれる一時差異等については35.4％となります。この税率変更による影響は軽微であります。　
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（企業結合等関係）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

　

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ  当該資産除去債務の概要

  神戸研究所建物の事業用土地賃貸借契約に伴う原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。  

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から38年と見積り、割引率は2.27％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。　

ハ  当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

期首残高（注） 15,419千円 15,768千円

時の経過による調整額     349 357

期末残高 15,768 16,126

（注）　前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日）

当事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

１株当たり純資産額 18,825.77円 17,594.06円

１株当たり当期純損失金額（△） △2,176.04円 △1,248.77円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当期純損失（△）　（千円） △249,650 △161,794

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）

（千円）
△249,650 △161,794

普通株式の期中平均株式数（株） 114,727 129,563

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

株主総会特別決議日　平成14年５月30日

新株予約権　338個　　目的となる株式の数　1,014株

（前事業年度は、新株予約権　338個　　目的となる株式の数1,014株）

 ②　会社法に基づき発行した新株予約権

株主総会決議日　　平成20年６月25日

新株予約権　698個　　目的となる株式の数　698株

（前事業年度は、新株予約権　701個　目的となる株式の数　701株）

 　これらの詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況」に記載のとおりであります。　
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３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成23年３月31日）
当事業年度末

（平成24年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,447,434 2,287,868

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
8,348 8,312

（うち新株予約権） (8,348) (8,312)

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
2,439,086 2,279,556

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数（株）
129,561 129,564

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用しており

ます。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。　

　なお、この変更による影響はありません。

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券

コスモ・バイオ株式会社 56 5,992

第一生命保険株式会社 3 342

九州ベンチャーパートナーズ株式会社 300 15,000

計 359 21,334

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券　
その他

有価証券

（信託受益権） （千円） 　

東銀リース株式会社

リース債権信託受益権 
300,000 300,000

東京センチュリーリース株式会社

リース債権信託受益権
100,000 100,000

三菱ＵＦＪリース株式会社

リース債権信託受益権
600,000 600,000

投資有価証券
その他

有価証券
ＪＡＩＣ－バイオ２号投資事業有限責任組合

（口）

1
3,287

計 ― 1,003,287
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 425,782 ― ― 425,782142,15415,836283,628

構築物 26,363 ― ― 26,36316,965 1,555 9,397

機械及び装置 67,54124,500 ― 92,04167,541 ― 24,500

工具、器具及び備品 183,72564,455 1,050247,130185,1772,502 61,952

建設仮勘定 ― 366,250 ― 366,250 ― ― 366,250

有形固定資産計 703,412455,2051,0501,157,568411,83919,894745,729

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

のれん ― 12,305 ― 12,305 205 205 12,100

ソフトウエア 1,000 ― ― 1,000 316 200 683

無形固定資産計 1,000 12,305 ― 13,305 521 405 12,783

長期前払費用 1,249 21,93412,61510,568 ― ― 10,568

　（注）当期増加額のうち主な内訳は次のとおりであります。

神戸研究所の増設に伴うもの

機械及び装置　24,500千円　　　工具、器具及び備品　49,970千円　　　建設仮勘定　366,250千円

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 313 510 ― 313 510

賞与引当金 6,625 6,131 6,625 ― 6,131

受注損失引当金 6,761 446 6,761 ― 466

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 862

預金  

普通預金 382,567

合計 383,429

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

国立大学法人熊本大学 25,713

有限会社プライメイト 18,580

国立大学法人九州大学 16,403

フナコシ株式会社 14,205

田辺三菱製薬株式会社 11,343

その他 78,668

合計 164,914

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

146,156 466,863 448,105 164,914 73.1 121.9

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ハ　商品及び製品

品名 金額（千円）

研究用試薬 16,275

合計 16,275

ニ　仕掛品

区分 金額（千円）

遺伝子解析受託研究他 5,999

合計 5,999

ホ　原材料及び貯蔵品

品名 金額（千円）

実験用消耗品他 10,397

合計 10,397

②　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

ProteinTech Group,Inc. 1,415

Tristar Technology Group,LLC. 1,126

合計 2,542

ロ　未払金

相手先 金額（千円）

正晃株式会社 28,367

株式会社ウドノ医機 16,800

株式会社夏目製作所 13,136

株式会社ＧＰバイオサイエンス 11,522

Guangdong Landau Biotechnology Co.,Ltd. 7,997

その他 61,082

合計 138,906

（３）【その他】

訴訟

当社は、平成23年８月19日付（訴状送達日：平成23年９月５日）で神戸地方裁判所において、株式会社Ｇ

ＭＪより、同社役員及び従業員の退職及び当社による雇用に関して損害賠償請求（４億210万円）の訴訟を

提起されております。当社は、本件損害賠償請求が合理性に欠ける不当なものであることから、当該請求に

つき全面的に争う方針であります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.transgenic.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第13期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第14期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月12日関東財務局長に提出

（第14期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出

（第14期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月10日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成23年６月30日関東財務局に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

平成23年９月８日関東財務局に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

平成24年２月29日関東財務局に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号（事業の譲受け）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成24年６月22日

株式会社トランスジェニック    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 磯俣　　克平　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 竹之内　髙司　　㊞　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社トランスジェニックの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社トランスジェニック及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社トランスジェニックの

平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社トランスジェニックが平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成24年６月22日

株式会社トランスジェニック    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 磯俣　　克平　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 竹之内　髙司　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社トランスジェニックの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ト

ランスジェニックの平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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